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• CFOの横山です。

• 11月6日、13時15分に東証適時開示および当社WEBサイトで発表した、2021年3月期第2四半期決算につ
きまして、ご報告申し上げます。

• お手元に「2021年3月期 第2四半期決算短信」、「2021年3月期 第2四半期決算補足資料」、「2021年3月期
第2四半期決算報告」をご用意ください。

• まずは、私から「第2四半期決算報告」に沿って2021年3月期 第2四半期の業績報告について説明します
ので、よろしくお願いいたします。
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• スライド1のエグゼクティブサマリーをご覧ください。

• 2021年3月期は、経営環境の変化が大きい中、上段に記載の経営方針の下、中期経営計画の超過達成と
アフターコロナの社会における更なる成長を実現するための経営基盤強化を目指し、事業展開を進めて
おります。

• 第2四半期の連結業績は前年比増収・大幅増益となり、売上収益、営業利益、四半期利益ともに第2四半
期として過去最高を更新いたしました。

• 全体として、新型コロナウイルス感染症の影響は一部の海外拠点を除いて第1四半期をピークに7－9月期
は落ち着きましたが、ベース需要が伸び増収となりました。営業利益につきましては、増収効果に加え、広
告宣伝費、販管費の抑制等により増益となりました。

• 国内即席めん事業は、季節・チャネル要因や第一四半期の反動もあり、第二四半期ではややスローダウ
ンしましたが累計では昨年6月に実施しました価格改定の影響と新型コロナウイルス感染症による巣篭り
需要の増加、更に拡販費の抑制等により増収・増益となりました。

• 低温事業および菓子・飲料事業においても、新型コロナウイルス感染症対策による巣篭り需要増により、
増収・増益となり、この結果、国内その他を除く全セグメントで増収・増益となりました。

• 海外事業は、米州地域および中国地域の事業が引き続き好調で、欧州地域、アジア地域も順調に業績を
伸ばし、全地域で増収・増益となりました。



• スライド２は第2四半期の実績サマリーです。

• 売上収益は、前期比197億円増収の2,411億円。

• 営業利益は、前期比121億円増益の318億円。

• 親会社の所有者に帰属する四半期利益は、前期比85億円増益の219億円となりました。

• 営業利益率は13.2％、親会社の所有者に帰属する四半期利益率は9.1％となります。
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• スライド3はセグメント別売上収益の実績です。

• 国内は108億円増収の1,708億円、海外は89億円増収の702億円で着地しました。

• 為替の影響62億円を除くと152億円の増収となります。

• 各セグメントの詳細については次のスライド4で説明させて頂きます。
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• スライド4セグメント別売上収益の詳細です。

• 日清食品は、970億円と前期比45億円の増収となりました。カップめんは、主力ブランドの「カップヌードル」
「どん兵衛」「ラ王」が堅調で、前期比+1％で着地。袋めんは、「チキンラーメン」「出前一丁」「日清ご褒美ラ
王」が堅調で前期比+14％となりました。「その他」ジャンルでは、引き続き「カレーメシ」などライスカテゴリ
ーが好調で、前期比+9%で着地しました。

• 明星食品は、181億円と前期比10億円の増収となりました。カップめんは「夜店の焼きそば」が堅調だった
のに加え、「旨だし屋」も好調を維持し、ほぼ前年並み。袋めんは、「チャルメラ」「中華三昧」が好調、減塩
訴求商品の「評判屋」も堅調に推移し、前期比+35％で着地しています。

• 続いて、低温事業です。チルド事業は、「行列のできる店のラーメン」「つけ麺の達人」「ラーメン屋さん」が
堅調に推移し、前期比+6％で着地しました。また、冷凍事業は、業務用は縮小したものの、新型コロナウイ
ルス感染拡大による巣篭り需要を受け、前期比+13%の増収となりました。この結果、低温事業では29億円
増収の308億円となりました。

• 菓子・飲料事業では、232億円と前期比27億円の増収となり、日清シスコ、日清ヨーク、ぼんち全ての事業
で増収となっています。日清シスコは、シリアル部門、菓子部門ともに好調で、前期比+19％の増収となり
ました。日清ヨークは、基幹ブランド「ピルクル」を中心に増収となり、また、「十勝のむヨーグルト」もホーム
サイズが好調で、前期比+12％の増収で着地しました。ぼんちは、「ピーナツあげ」や「海鮮揚煎」等が好調
に推移し、前期比+4%の増収で着地しました。

• 米州地域は、355億円と39億円の増収となりました。為替の影響54億円を差し引くと実質94億円の増収と
なります。米国は新型コロナウイルス感染症による普及価格帯商品の需要増とプレミアム商品の好調によ
り増収。メキシコは「CUP NOODLES」、「U.F.O.」とも大型小売店で販売を伸ばし増収。ブラジルは為替の影
響を受け円貨ベースでは減収となっていますが、現地通貨ベースでは、新型コロナウイルス感染症による
需要増で販売が拡大し、大きく増収となりました。

• 中国地域は、242億円と33億円の増収となりました。為替影響4億円を差し引いた実質的な伸びは37億円
でした。香港は家庭内喫食の増加により、即席めん事業は堅調に推移し、前年比+6%の増収となりました。
大陸は、「カップヌードル」、「出前一丁」の販売ボリューム増により、前期比+27%の増収で着地しています。
なお、大陸の売上収益には、4月より事業を開始しております上海東峰貿易有限公司の食品飲料卸売事
業も含んでいます。

（次ページに続く）
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• アジア地域は、62億円と6億円の増収となりました。タイ、インド、シンガポール、ベトナムで増収となりまし
た。

• EMEA地域は、「CUP NOODLES」「Demae Ramen」ブランドが好調に推移し、42億円と10億円の増収となり
ました。

• 続いて、スライド5 セグメント別の営業利益です。

• 国内は、89億円増益の246億円、海外は、33億円増益の102億円で着地しました。

• 海外の為替の影響額は9億円です。

• そこに、グループ関連費用等30億円を差し引いた318億円が連結営業利益です。

• 各セグメントの詳細については次のスライド6で説明させて頂きます。

5



• 日清食品は、昨年6月の価格改定の影響と巣籠り需要により増収となったことに加え、販売費や広告宣伝
費の未使用や一般管理費の削減により、関西工場の減価償却費及び物流費等の増加を吸収し、営業利
益は48億円増益の165億円となりました。

• 明星食品も同様に価格改定と新型コロナウイルスによる販売数量増に伴う利益増と、広告費・促進費等
の投入時期を見直したことよる費用減少により、10億円増益の23億円となりました。

• 低温事業は、チルド事業が主力製品の販売数量増により増益となり、冷凍事業も増収による利益増と生
産性向上により増益となりました。セグメントの営業利益は14億円増益の24億円となりました。

• 菓子・飲料事業は、日清シスコ、日清ヨーク、ぼんちともに、新型コロナウイルス感染症による巣篭り需要
増による増収により、増益となりました。また、持分法損益は増益でした。セグメントの営業利益は12億円
増益の23億円となりました。

• 米州地域は、9億円の増益となり、営業利益は34億円となりました。為替の影響8億円を引いた実質的な
伸びは18億円となります。米国は、普及価格帯商品の販売数量増とプレミアム商品の好調により増益。メ
キシコは、販売数量増と値上げ効果でペソ安による原価上昇を吸収し、増益で着地しています。ブラジル
は販売数量増及び値上げ効果が利益貢献し、増益で着地しています。

• 中国地域は、7億円増益の30億円となりました。香港は、売上増と売上増に伴うコスト低減により大幅増益
し、大陸も主力商品が堅調で増益で着地しています。

• アジア地域は、7億円増益の25億円で着地しました。タイでは10バーツの袋めんが引き続き好調で増益。
シンガポールはコロナウイルスの特需により「Myojyo袋めん」等が大きく伸長し、増益。インドネシアも主力
製品を伸ばし、黒字化。ベトナム、インドは赤字幅が縮小しました。また、このセグメントの持分法による投
資損益はプラスでした。

• EMEA地域の営業利益は、8億円増益の12億円で着地しました。欧州及び持分法適用会社ともに増益とな
りました。

• 持分法損益の詳細は、補足資料の10ページでご確認ください。
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• スライド7には、非経常損益の影響を記載しました。今回、日清食品で固定資産減損1億円が計画にはご
ざいませんでしたが、新たに発生しています。
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• 最後になりますが、スライド8、営業利益の費用別増減分析です。

• まず、国内から説明します。

• 売上収益変動は、価格改定並びにコロナ影響による売上増と販売費率の改善により49億円の利益増とな
っており、 原価率変動は原材料費の減少とブランドミックスの影響により18億円の増益要因となっていま
す。

• 物流費比率は単価の上昇で4億円の費用増となりました。

• 減価償却費は、関西工場稼働による減価償却費増はありますが、ほぼ前年並みです。広告宣伝費は、期
ズレ等が発生し、7億円の増益要因となっており、また、一般管理費も、コスト見直しによる費用の減少と、
グループ各社の管理費削減の効果により、18億円の増益要因となっています。

• 最後、その他損益では、前期に計上した関係会社の清算による戻り益4億円の反動に加え、当期に計上し
た固定資産減損1億円の影響があった一方で、前期に計上した固定資産減損3億円の反動、また、当期に
計上している関係会社の清算による戻り益3億円の影響等によりほぼ前年並みです。

• 次に海外について説明します。

• 売上収益変動は、主に全地域における販売増により、25億円の利益増となっています。

• 原価率変動による6億円の利益増加の主要因は、中国地域やEMEAにおける商品ミックスの影響と原材料
費の減少によるものです。

• 物流費率変動による2億円の費用増は、主に米州地域における物流費増によるものです。

• 一般管理費での2億円の費用増は、主に中国地域における管理費増によるものです。

• また、連結全体では、別途「調整額」の差異が生じますが、第2四半期の差異は軽微です。

• 以上にて、2021年3月期第2四半期の決算報告について、説明を終わらせていただきます。

• 続きまして、中期経営計画2020の進捗とサステナビリティについて、安藤CEOより説明させて頂きます。安
藤CEOよろしくお願いします。
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• 代表取締役・CEOの安藤宏基でございます。

• 本日は当社の決算説明会にご参加いただきありがとうございます。

• CFOの横山から2021年3月期第2四半期決算についての説明がありましたので、私からは「中期経営計画
2020」の進捗状況、新型コロナウイルス感染症による当社への影響とサステナビリティの活動について、
ご説明させていただきます。

• 本年は2016年に掲げた「中期経営計画2020」の最終年度にあたります。先行き不透明な状況が続いてい
ますが、グループ一丸となってこの計画達成に向けて邁進しております。

• 当中期経営計画では、時期にこだわらず通過目標として着実に時価総額１兆円の達成を掲げていました
が、最終年度末を待たずして、この目標を達成することができました。

• 総じてこの半年を振り返りますと、国内・海外ともに新型コロナウイルス感染症による特需の影響もあり、
良い決算を迎えました。新型コロナウイルス感染症の拡大という未曽有の事態の中で、環境変化に強く、
困難な状況においても適応能力がある事業、つまりレジリエンスの高い事業構造であることを評価された
結果、時価総額1兆円を達成できたと考えています。



• それでは、スライド10ページをご覧ください。 中期経営計画の進捗をご説明いたします。

• 中央のグレーのところが当第2四半期の実績となり、売上収益4,860億円の計画に対し、2,411億円、進捗
率は49.6％です。

• 営業利益については435億円の計画に対し、318億円の実績、進捗率は73.2％となっていますが下期でど
の程度の利益が上振れするのかどうかがわからない状況です。

• 海外営業利益比率については28.3%の計画に対し、第2四半期の実績は29.4%となりました。

• 親会社の所有に帰属する当期利益については305億円の計画に対し、第2四半期の実績は219億円となり
ました。

• 後程詳しくご説明しますが、現在下期の業績について精緻な見込みが出せないため、今期の計画につい
ては修正せずに据え置きとしています。

• 次のスライドをご覧ください。
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• スライド11ページについては、補足資料の4ページに同様の情報を開示していますので、後ほどご確認頂
ければと思います。

• 1点、こちらでお話しさせて頂きたいのは、ブラジルの為替についてです。2021年3月期の計画レートは1レ
アル26円で想定しておりましたが、2021年3月期第2四半期は1レアル19.87円と、計画対比で大幅安となっ
ています。そのため、ブラジルの事業自体は非常に好調ですが、円貨ベースで換算した際には為替の影
響を受けています。

• 次のスライドをご覧ください。
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• 続いて、中期経営計画で掲げた5つの柱の戦略の進捗をご説明させて頂きます。

• 1つ目の柱である「カップヌードルのグローバルブランディング」では、「カップヌードル」の成長目標2016年3
月期比1.5倍を掲げております。2020年3月期決算でご説明させて頂いた通り、本年度末には1.3倍程度を
見込んでいます。

• 「カップヌードル」をグローバルブランドとして育成してく上で、販売食数は重要な目標値ではありますが、
例えば、米国では低価格で販売されている「カップヌードル」の価格改定、プレミアム商品の「カップヌード
ル」へのシフトにより数量だけを追うのではなく、付加価値品へのシフトをしており、ブランド力の強化という
面では取り組みの成果がしっかりと業績に表れてきていると考えています。

• 2つ目の柱である「重点地域への集中」では、海外事業が全般的に好調に推移しており、BRICs以外の地
域も順調です。このような状況の中で、重点地域の営業利益比率は、2021年3月期第2四半期では57％と
なりました。今期末には、約63％になると見ています。

• 3つ目の柱である「国内収益基盤の盤石化」では、将来の労働人口の減少に向け省人化や生産の効率化
を目的とした日清食品関西工場が2021年3月期から本格稼働し、ここで得た知見を他の工場へ展開するこ
とにより収益基盤の一層の安定化に取り組みます。

• 4つ目の柱である「第2の収益の柱の構築」につきましては、菓子・シリアル事業で売上高1,000億円規模を
目指しております。また、低温・飲料事業においても、国内での更なる利益成長を目指しています。M&Aに
関しては現時点では具体的にお話しさせていただける事案はありませんが、これからも良案件があれば
積極的に検討してまいります。また、低温事業、冷凍事業、シリアル事業についても新型コロナウイルス感
染症により喫食の機会が増えマーケットでの存在価値を大いに高められたと考えております。今後も主に
ブランド力と収益力を強化してまいります。

• 最後に「グローバル経営人材」につきましては、経営人材プールが約190名で人材プールはほぼ充足して
きました。引き続き、人材プールの質向上に向け、計画的なローテーションや教育を行い、強化してまいり
ます。
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• スライド13ページをご覧ください。

• こちらでは時価総額の推移を表しています。冒頭申し上げましたように、当中期経営計画では、時期にこ
だわらず通過目標として着実に時価総額１兆円の達成を掲げていましたが、最終年度末を待たずして、こ
の目標を達成することができました。

• 私が時価総額1兆円の目標を公言した2016年3月末の株価は5,290円、時価総額は5,715億円に過ぎませ
んでした。5か年で企業価値をほぼ倍増させるという大胆な目標であり、また、自社ではコントロールできな
い株価を目標に掲げるのは無謀だという意見が多くありました。

• しかし、企業価値の向上に努めるのは経営者の責務であり、将来の企業価値増大に向けた明確なビジョ
ンを描くことが私の責任だと考え、あえて1兆円という高い目標を掲げ、私は目標達成に向けたビジョンを
語り続けました。今はあらゆる面で先行きが不透明で、変化の激しい時代です。高い目標を掲げ、そこに
向けて知恵を結集し、新たな未来を自ら創造していかなくては成長は望めません。

• この度、新型コロナウイルス感染症の拡大という未曽有の危機に直面しつつも、日清食品ホールディング
スは、6月30日に時価総額1兆円、さらに8月5日には株価も終値で10,350円まで上昇し、10 Billion-Dollar 
Company（時価総額100億ドル）の仲間入りを果たすことができました。（1ドル＝107円）

• これは、当社グループが、環境変化に強く、困難な状況においても適応能力がある事業、つまりレジリエン
スの高い事業構造であることを評価された結果であると考えています。しかし、これはゴールではなくあく
までも通過点であると認識しています。私は今、当社グループの存在意義や社会への責任がますます重く
なったことを痛感しています。次なる成長に向け、グループ一丸となり邁進してまいります。

• 次のスライドをご覧ください。
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• 新型コロナウイルス感染症により働き方が変わりました。工場勤務者を除いた日清食品を例に挙げますと
、もともと4%程度しか在宅勤務者がいなかった当社でしたが、現在は95%の社員が在宅勤務となりました。

• 新型コロナウイルス感染症が蔓延し始めた2月末から我々は原則在宅勤務体制へ移行することが出来まし
た。この背景には、以前より取り組んでいたDX（デジタルトランスフォーメーション）が大きく寄与しました。

• 例えば、ハード面では、2018年10月頃からすべての従業員のPCをタブレットPCに統一し、セキュリティーを
強化し、オフィスに縛られない柔軟な働き方ができる体制を構築しました。

• ソフト面についても物理的なサーバーでのデータ管理ではなく、クラウドサービスを2013年以降、順次導入
しており、基幹システムとしてのERP導入、紙媒体での作業を減らす電子決裁システム導入など、ペーパー
レス・スタンプレス化に取り組んできたことも上げられます。また、作業効率を上げるためのRPAやAIを導入
したことなど、様々なDXの取り組みがこのコロナ禍における新しい働き方へ効果を発揮いたしました。

• 続いて、業績へのインパクトについてご説明します。新型コロナウイルス感染症による、2021年3月期第2四
半期の売上収益への影響はグループ全体で約119億円と算出しております。また、2020年3月期の新型コ
ロナウイルス感染症による売上収益への影響は、ほぼ3月の影響ではありますが、59億円でしたので、第2
四半期分と合わせると178億円となります。決算説明会資料の2ページをご確認頂きたいですが、第2四半
期は197億円の増収、121億円の増益でした。この増収197億円の内、119億円が新型コロナウイルス感染
症による影響であり、80億円弱が通常の伸びとみても良いと思っています。また、121億円の増益の多くの
部分が、新型コロナウイルス感染症の影響によるものとみています。

• 米国とブラジルを除き、コロナ禍における需要増は4月をピークに、7-9月期は落ち着きました。

• 下期について、国によってはコロナの第2波への懸念や、インフルエンザとの同時流行による巣篭り需要増
の可能性が見込まれる一方で、業績を牽引してきた新興国においては、相場高と通貨安による原材料費
高や政府による給付金の終了による需要減の可能性があります。このように先行き不透明な状態が続い
ており、プラスとマイナスの振れ幅が大きく、確信を持った数字を見出すのが非常に難しい状況です。

• そのため、通期の業績見込みについては、修正せずに据え置いています。

• 当社グループは、資本市場については常にその評価を意識しており、真摯に向き合ってきました。今後もそ
のスタンスは変わりません。精度の低いガイダンスを出すことは逆に市場軽視となると思っています。

• 現在、特異な事業環境だけに、市場対話の頻度・内容については、今まで同様、今後も十分に留意してま
いります。今後、通期業績の見通しの精度が上がった時点で、メッセージを出していく意向です。

• 次のスライドをご覧ください。
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• 当社では持続的成長に向けた取り組みを積極的に展開しております。

• 2030年度を目標に「EARTH FOOD CHALLENGE 2030」をスタートさせました。この取り組みは、日清食品グ
ループ独自の環境に関する中長期戦略です。重要度の高い環境課題にチャレンジし環境との共生力を高
めることで、将来の事業リスクを回避し、事業ライフサイクルを長期にわたり持続させていきます。

• 今回「EARTH FOOD CHALLENGE 2030」に関連したSBTとシナリオ分析について説明させて頂きます。

• 当社グループは、Science Based Targets (SBT) に合致した2030年度までの温室効果ガス排出削減目標を
環境戦略「EARTH FOOD CHALLENGE 2030」の中に策定しています。

• その目標が、「パリ協定」の目指す、世界の平均気温の上昇を産業革命前に比べ 2℃を十分に下回る水準
に抑える科学的な根拠に基づいた目標であるとして、「Science Based Targets (SBT) イニシアチブ」より
2020年4月9日に認定されました。

• SBTの中には、国内外のスコープ1と2があり、当社では、この合計排出量を2018年度比30％削減し、スコー
プ3については15％削減する目標を掲げています。当社の2018年度のCO2排出量は41.6万t-CO2となりま
す。この削減を行わず、このまま企業成長に伴ってCO2排出量が増えますと53.7万t-CO2となります。大き
な目標ですが、それを2030年度までに29.1万t-CO2に削減する目標を掲げました。この取り組みを進めるに
あたり、菅首相が、所信表明演説で、2050年までに温室効果ガスの排出を実質ゼロにすることを目標として
掲げられましたので、今後、再生エネルギーへの投資額も大きくなっていくと期待しています。究極はCO2の
固定化技術に帰着すると思っており、これにつきましては、技術革新が大変重要なファクターで、日本が最
優先で取り組むべき事項だと思っております。その他にも、CO2を削減する方法としては、プラントベースを
基本として考えております。培養肉についてもその一部ではありますが、これからの食品については、CO2 
の排出量の低い食品が重要になってくると思います。当社はこういったフードテックの分野に技術を集約し、
注力していきます。

• 続いて事業活動に気候変動が及ぼす影響を把握するためのシナリオ分析についてですが、2017年に公表
されたTCFD提言を踏まえたシナリオ分析を実施しました。

• 気候変動が原材料調達から工場の稼働、製品製造に及ぼす移行リスクと物理リスクを洗い出し、事業への
影響度が高い気候変動関連リスクを重点的に分析した結果、主要な原材料の調達に関わるリスクが当社
グループの中長期的な成長を阻む可能性は少ないと判断しました。また、温室効果ガスに対する排出規制
が強化され炭素税が上昇した場合の、当社グループの損益に与えるインパクトについても算出し、想定して
います。炭素税リスクにつきましては、「EARTH FOOD CHALLENGE 2030」で掲げていますCO2排出削減目
標の実現に取り組むことでインパクト軽減を図ってまいります。

（次ページに続く） 15
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• 気候変動は不確実性が高いことから、科学的根拠をもとに財務に及ぼす影響を引き続き分析・評価してい
きます。また、当社グループの環境目標である「EARTH FOOD CHALLENGE 2030」は、今回の分析結果を
もとに策定しました。「EARTH FOOD CHALLENGE 2030」に掲げた目標の達成に向け取り組むことで、気
候変動リスクを低減しビジネス機会を創出できる企業体を目指していきます。

• 続いて、2021年3月期第2四半期までに、日清食品グループが外部機関より頂いた評価についてスライド
内へリスト化いたしました。

• 日清食品の「カップヌードル」ブランド製品に環境配慮型容器「バイオマスECOカップ」を採用したことが気
候変動の緩和及び気候変動への適応に関し功績であると評価され、環境省より「気候変動アクション環境
大臣表彰」を受賞いたしました。

• また、「第3回エコプロアワード」において、最高位賞の一つである「農林水産大臣賞」を受賞しました。当
社の環境配慮型容器「バイオマスECOカップ」への切り替えや、持続可能性に配慮した認証パーム油の使
用開始など、「カップヌードル DO IT NOW!」プロジェクトにおける活動を中心とした、日清食品グループの
環境課題に対する幅広い取り組みが評価されました。

• 環境関係以外にも、「食」のライフラインを守り抜き、お客さまに商品を安定供給することを使命として、
2020年3月期から全社的に推進してきたDXへの取り組みが評価され、「デジタルトランスフォーメーション
銘柄2020」に選定されました。

• DX銘柄以降の評価については過去ご説明させて頂いたこともございますので、割愛させて頂きます。

• 以上、説明に代えさせて頂きます。
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